










　当社は、コンプライアンス及びリスク管理を全社的に取り組
むために「内部統制推進委員会」を設置して運営・推進してい
ます。また、社長直轄組織の内部統制指針室が内部統制システ
ムの整備、運用、コンプライアンス活動、全社リスク管理の統
括および内部監査を実施しています。
　その他にも「企業倫理活動指針」「コンプライアンス規程」
を制定し、役員・社員が法令及び定款に適合した行動をとるた
めの守るべき行動基準を明確にしています。これらの企業倫理
活動指針、コンプライアンス規程などの関連規程、役員・社員
が遵守しなければならない法令等を掲載した「コンプライアン
スハンドブック」を改訂し、役員・社員に配布。さらなるコン
プライアンス意識の向上と定着を図るために、定期的にeラー
ニングによるコンプライアンス教育を実施しました。

■内部通報制度

　リスク管理に関する体制を整備するため、「リスク管理規程」
を制定しています。また、会社が緊急事態に直面した場合の対
応方法については、「緊急事態対応要領」の定めるところにより、
社長を本部長とする対策本部を設置して対応しています。受注
案件などを審査する機関として「審査委員会」を設置し、受注
リスクの防止・低減に努めています。電子情報・情報システム
などの利用に関しては、情報漏洩・不正使用などを防止するた
め、遵守事項を定めた「セキュリティポリシー」により情報管
理体制を整備しています。

■コンプライアンス体制

■リスク管理体制

　子会社における業務の適正を確保するため、当社の「企業倫
理行動指針」「コンプライアンス規程」などを子会社に準用す
るほか、「コンプライアンスハンドブック」の子会社への配布、
コンプライアンス教育の実施、当社に準じたコンプライアン
ス体制を構築・運用をしています。また、「関係会社管理規程」
に基づき、子会社における重要事項の決定に関し、当社への事
前協議、報告を求めるほか、必要に応じて当社の役員または社
員を子会社の取締役、監査役として派遣し、適切な監督、監査
を実施。内部統制推進室は、子会社の業務執行の適法性、効率
性に関する監査を定期または臨時に行っています。

■グループ会社の管理体制

　法令等違反に関する相談・報告を受け付ける内部通報窓口と
して、内部統制推進室に「コンプライアンス相談室」を設置し
ているほか、社外にも外部通報窓口を設置しています。

企業倫理行動指針

　会社は、健全な経営活動を通して、事業の発展を図り、
社会的責任を果たすため、法令等を誠実に遵守するととも
に、高い倫理観と良識を持って、次の通り行動する。

１．顧客からの信頼　顧客から信頼を得るよう、常に顧客
の立場になって考え、行動し、顧客の意見、要望には誠実
に耳を傾ける。
２．高品質な建設サービス　幅広い分野で積み重ねた、豊
かな経験と優れた技術力により、高品質な建設サービスを
適正価格で提供する。
３．会社情報の開示　顧客、株主、取引先等のステークホ
ルダーに対し、法令に従い適切かつ公平に、会社情報を開
示し、経営内容の透明化を促進する。
４．公正な営業活動　建設市場において、公正で自由な競
争を行う。また、政治、行政との間において、健全かつ正
常な関係を保持する。
５．安全と健康の確保　事業所及び作業所で働く全ての者
の、安全と健康の確保に努め、協力会社等とともに労働災
害の撲滅を目指す。
６．環境問題への取組み　環境問題の重要性を認識し、積
極的に資源の有効活用、省エネルギー、廃棄物の減量化等
に取組み、快適環境の創造と循環型社会づくりに寄与する。
７．地域社会との交流　社会の一員として、地域との交流
を深めるとともに、社会活動への参加などを通して、広く
社会貢献に努める。
８．反社会的勢力との関係　市民社会の秩序や企業の健全
な活動に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては、
断固として対決する。
９．人間尊重の職場形成　従業員一人ひとりの人権を尊重
し、個性と能力を最大限に発揮できる職場を目指すととも
に、労働条件、職場環境の改善により、従業員の精神的、
時間的なゆとりと豊かさの実現に努める。

調査報告・相談

社内窓口
（コンプライアンス相談室）

社外窓口
（東啓綜合法律事務所）

内部統制推進委員会 関係部署
子会社

通報者

＜社内窓口＞
日本国土開発・コンプライアンス相談室
E-Mail soudan.comp@n-kokudo.co.jp
TEL070-3629-5948　FAX03-5422-1362
※電話受付時間は平日 8：30 ～ 17：30

（土日祝日、夏季休暇、年末年始を除く）
郵送先 〒105-8467 東京都港区虎ノ門 4-3-13
ヒューリック神谷町ビル 5 階
日本国土開発「コンプライアンス相談室」宛

＜社外窓口＞
東啓綜合法律事務所　担当弁護士：関谷健太朗
E-Mail sekiya@tokeilaw.com
TEL03-5296-7676　FAX03-5296-7678
※電話受付時間は平日 9：00 ～ 19：00

（土日祝日、夏季休暇、年末年始を除く）
郵送先 〒101-0041 東京都千代田区神田須田町 1-2
淡路町サニービル 4F　東啓綜合法律事務所
日本国土開発グループ外部通報窓口宛

通報対象部署・対象者

事務局
（内部統制推進室）

報告・助言

調査・是正措置
再発防止策

相談・通報 結果報告等 相談・通報結果報告等

連携

相談・通報窓口

報告

当社および子会社の役職員
など、当社および子会社と
取引契約関係にある企業な
どの役職員など
※上記の退職者および家族
も含む。また、「役職員など」
とは、役員、従業員、契約
社員、派遣社員など雇用形
態問わず従事している者

利用対象

当グループの役職員等に関
する不正行為等（法令・社
内規程違反、就業環境を害
する行為、その他法令違反
又は社内規程違反をもたら
す恐れのある不正行為）

対象となる通報内容

日本国土開発の
マテリアリティ

技術開発

ICT ×マシナリーによる技
術・生産性の提供

品質 ・ 安全性

品質管理・安全管理の徹底

社員の幸せ

ダイバーシティ & インク
ルージョンの推進

公正な取引

公 正 で 強 固 な サ プ ラ イ
チェーンの構築

自然災害対応

復興・防災・減災・国土強
靭化への貢献

企業統治

ガバナンス・リスクマネジ
メントの高度化

地球環境保全

脱炭素社会の実現
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社外取締役 座談会
高津　浩明
取締役（社外）

鴨志田　文彦
取締役 監査等委員

（社外）

渡邊　賢作
取締役 監査等委員

（社外）

林　伊佐雄
代表取締役社長

社長執行役員
CEO 兼 COO

大西　暁子
執行役員 CFO
サステナビリティ経営本部長
戦略部長

唐下　雪絵
取締役（社外）

松石　秀隆
取締役（社外）

当社の社外取締役の座談会（執行側として林伊佐雄社長、大西暁子 CFO も参
加）を開催しました。それぞれの役割や当社の印象、新経営体制に期待す
ること、サステナビリティ経営の課題などについて語ってもらいました。
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モチベーションによって維持・向上されるものだと考えていま
す。これは平時の企業においても同様であり、人的資本の充実
という観点に関する施策について関心を持って見ています。

唐下　私はダイバーシティ＆インクルージョン推進につながる
初めての女性取締役として新風を吹き込みたいと考えています。
さらに、公認会計士としての専門的な知識、会計・システムの
コンサルタントとしての見識、経験を活かし、客観的な視点で
当社の企業価値向上を意識した意見をするよう努めています。

―― 日本国土開発の印象について教えてください。

高津　日本国土開発には誠実な人財が多いと感じています。企
業は社会の公器ですからいろいろなステークホルダーを意識する必要がありますが、最も気にす
べきは従業員です。経営層の中には自分が権限を持っていることは意識するが、責任を背負って
いることを忘れてしまう方がいます。通常はこの責任の最たるものは、従業員の “働く意欲” を
満たすことで、それが最後の利益分配に預かる株主へのリターンにもつながります。

松石　社員の方々と接した印象としては、物事に真面目に取り組もうとする姿勢があると感じて
おり、サステナビリティに対する意識も高いと思っています。その一方で、幹部候補育成などの
サクセッションプランについての仕組みや制度の強化が必要なところがあると感じています。

渡邊　当社は2019年に再上場して市場で成長することを選択したわけですから、市場で勝負し
ていることを意識した経営が行われるものと思います。社外役員としてはアナリストの意見など
市場の声を踏まえた経営が行われているかをモニタリングすることを意識したいと思います。

鴨志田　2019年から当社の社外監査等委員を務めています。その間、建設業の先端化、新規事
業の育成等を核とする当社の目指すべき姿というのはかなり明確になっていると思っています。
しかし、そのための施策が十分に議論されず、肝心の施策の進捗管理が十分になされていないの
が現状と思われます。これは、施主からの注文待ちという請負業の伝統的業務スタイルが根付い
てしまっているということに原因の一端があるのかもしれません。その結果とも思われる社員の
指示待ち志向の打破も含め、よりオープンな議論にもとづく課題解決のための施策を推進するプ
ロアクティブな業務スタイルを確立していくことが重要ではないかと思います。「オープンで自

―― 社外取締役として心がけていること、ご自身の役割につい
て教えてください。

高津　これまで重電メーカーの経営に長年携わり、グループ企
業経営にも責任ある立場で執務した経験は、当社においても活
用できると思っています。社外取締役として心がけていること
は、社内の執行状況の把握や有望人財の見極めのために、独自
に社員とのコミュニケーションが必要だと考え、実践してきま
した。当社の中堅ゼネコンとしての強みは、経営資源の迅速で
機動的な転換と集中です。これは全社一体での “ONE TEAM”
の経営で、大手建設会社には真似できないところだと考えてい
ます。これからも積極的に社員の方々との対話を継続していき
ます。

松石　2022年8月から社外取締役に就任しています。これまで 7 社で経営トップを務めてきま
した。この経験から企業経営全般、財務会計、マーケティングなどを中心に発言するようにして
います。心がけていることは、全ての議題や報告に質問ならびに意見をするようにしています。

鴨志田　外部監査等委員としての役割としては、法定の監査等委員の職責を滞りなく果たすとと
もに、取締役会のメンバーとして過去の金融業などでの経験を通じて獲得した知見によって、当

社の経営判断に有益な意見をすること、内部統制システムの充
実に資することを主な課題としてきました。ただし、これらの
活動については、あくまで執行サイドと社外役員サイドの適切
な役割分担の観点から、特に個別案件の審議においては基本的
に執行サイドの提案を尊重するものとし、執行サイドからあえ
て一歩距離を置き、幅広い視点からの課題について意見をする
よう心がけています。

渡邊　私は法律家である社外役員ですのでコンプライアンスの
面を意識したいと思っています。その他にも独占禁止法違反の
ようなテーマはもちろんのこと、ハラスメントの問題に関して
も意識して見ています。弁護士として事業再生に関する業務を
行ってきました。事業再生における事業価値は、社員の方々の
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思います。また、企業経営で一番重要なのは「社員」です。会
社の問題は何なのか、何に困っているのか、分かっていても組
織的な問題があってやれないのか。これを徹底的に社員に聴く
ことだと思っています。そして、変えられるものは改革を行う、
その中で変えられないものが必ず出てきますが、それを明確に
社員に伝えることも重要です。このような姿勢は、社員からの
経営に対する信頼を格段に向上させるものと思っています。

渡邊　コンプライアンス遵守やハラスメント防止の観点からも、
“人を大切にする” ことは当然ながら重要で、社員からの訴えに
対して会社が真摯に取り組むべきであると思います。問題を放
置していれば、会社に相当なダメージを与えるという意識を社
員も経営陣も持たなければなりません。新経営体制には、“負の
情報” を吸い上げる仕組みの強化を求めます。経営判断を迅速に行う上で非常に大切ですので、
会社全体の大きな問題として取り組んでほしいと思います。

林　2023年8月の社長就任後に、私が最初に社員へ発したメッセージは「社員に寄り添い、社
員の話を “聴く”」でした。そのため、北海道から沖縄まで日本全国の各支店や営業所、現場作
業所を回り、社員の方々の意見を聴き、日本国土開発が置かれている状況を認識できる良い機会
になったと思っています。また、全国の取引先にも挨拶周りをさせていただき、当社に対して大
きな期待をいただいていることも実感しました。現在、土木と建築事業の業績が悪化しており、
当社に関わるステークホルダーの皆さまにご迷惑とご心配をお掛けしています。就任初年度はと
にかく、この建設部門の地固めをしっかり行い、早期の業績回復を目指していきます。

―― 日本国土開発グループは、2023年8月にサステナビリティ経営方針を策定しました。この
方針についての評価と課題について教えてください。

唐下　当社は、再生可能エネルギー事業にも取り組んでおり、CO2排出量削減効果のある独自
の機械力も持ち、このような開示はビジネス拡大にもつながり、全体として高く評価していま
す。また、建設業は私たちの暮らしに関わりの深い業種です。特に当社はさまざまなインフラ整
備や建築といったハード面にとどまらず、都市開発やエネルギー事業やワーケーション施設運営
など、ソフト面でも幅広く展開しており、女性の視点などの多様性が望まれます。そのため、多
様性・人的資本はこれからますます重要となっていくと考えます。多様な人財が能力を最大限発

由闊達な議論」から「結論に対する共感」に、そして「実現に向けての全員の責任・参加意識」
というサイクルが回るような体制を構築していくことが改めて今後の重要な課題ではないかと思
います。

唐下　当社には「わが社はもっと豊かな社会づくりに貢献する」という素晴らしい経営理念があ
り、2022年7月に策定した「中期経営計画2024」において『独自の強みを創る』を目標に掲げ、
さまざまなチャレンジをしています。R&D拠点の「つくば未来センター」、宮城県仙台市のキャ
ンプ＆ワーケーション施設「IZUMI PEAK BASE®」を訪問し、大きな可能性を感じています。
現在、土木・建築事業は厳しい環境にありますが、機械化やDX、体制強化などにより案件の見
える化を図り、タイムリーな状況把握と対策ができる仕組みが必要だと考えています。

―― 林社長を中心とする経営体制に移行しましたが、執行側に期待することは何ですか。

鴨志田　就任にあたり林社長は、「社員の話を “聴く”」という方針を示し、社員個々人に対する
意見の発信をエンカレッジされました。これは、前社長の即断即決体制による社員の「受け身の
姿勢」「指示待ち意識」に変革を迫るものとして、今後の当社の変革を支える重要な執行指針の
一つと思われます。

高津　経営トップの在位が長いと企業文化に偏りが出るとともに、マネジメントスタイルも自己
否定できず、時代遅れになりがちです。そういう観点では10年続いた前社長の体制から新経営

体制にバトンタッチすることは、マネジメントスタイルを棚卸
しする良い機会だと考えます。社員が業務の中で自分の存在意
義を確かめられるような企業になるため、社員からのボトムア
ップのスタイルが日本国土開発には求められています。是非そ
のような企業を目指していただければと思います。

唐下　2023年度は新体制となり、役員の若返りも図れましたの
で、積極的な改革を期待しています。過去のしがらみや失敗を
恐れずに新しいことに挑戦してほしいと思います。

松石　新経営体制に求められるのは、土木・建築事業の立て直
しだと考えています。特に土木事業は、グループの土木施工会
社である国土開発工業㈱との一体化などを進めるべきであると
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談を行い、ヒアリングを重ねて当社の課題や要望などを収集し、
施策に取り入れて持続的可能な好循環を創り出していきたいと
考えています。

―― 日本国土開発グループが社会に対して果たすべき役割につ
いてどのように考えていますか。

渡邊　建設市場における需要というのはまだまだあると思いま
す。気候変動に伴う自然災害のニュースを見る度に治水などの
対策は永遠の課題と感じますし、大規模震災時に被害を最小限
に抑える技術など検討すべき課題はたくさんあるように思いま
す。一方、経営面としては土木・建築といった分野に限らず、
日本国土開発グループのリソースを活かして社会に貢献できる
事業を常に模索すべきです。

鴨志田　長期ビジョン「社会課題を解決する『先端の建設企業』」に沿って、当社の既存業務基
盤の強み、競争力、展開可能性、将来に向けての顧客需要を客観的に分析するとともに、企業の
最低限の社会的責任である株主、従業員、関連取引先、地域などのステークホルダーに対する責
務を着実に果たすための施策の立案・実行・強化に努めることが第一義です。その結果として社
会貢献が実現するのではないでしょうか。また、当社は一般社団法人日本国土開発未来研究財団
を設立し、この財団を通じ外部研究機関に対する研究助成などの事業の実績も積みあげており、
具体的な社会的貢献のベースはできていると評価しています。

高津　わが社が小粒でもキラリと光る企業として、何か差別化できるビジネスモデル、専門領域
や専門技術を保有し、社会から信頼されることが望ましいですが、現状では請負業で効率的に稼
ぐための基礎体力強化に注力することが急がば回れだと考えます。一つの願望としては、請負工
事に固執することなく、電気・通信、システムといった異分野との連携による市場の範囲拡大、
祖業である大型機械化施工の分野で新ビジネスモデルを推進する先駆けとなることです。また、
ESGに配慮した経営はどの企業においても生き延びるための条件です。それを当然のこととし
た上で勝ち抜く独自性が、社会から認められる存在価値であると思います。

林　貴重なご意見をいただきありがとうございました。日本国土開発グループの企業価値向上に
役立てられるよう努めてまいります。（了）

揮できる企業風土の醸成や環境整備に取り組み、目標値を掲げたことも、大変良いと思います。
その一方で、公開した内容が絵に描いた餅とならないよう、目標達成のために実効性のある施策
を進めていくことを期待しています。

高津　サステナビリティ経営方針において、取り上げている項目とその説明はごく一般的であり
違和感はないので、対外的には社会標準に追随できているとの印象を持ってもらえるのではない
でしょうか。重要なことは、この目標の実現に向けた活動の具体項目とその測定をどのように運
用していくかです。計画だけで終わるリスクは常に抱えていると思います。建設現場まで全社が
腹落ちする具体的目標の設定とそのPDCAを愚直に回すことです。

松石　私も一連の資料は必要項目としておさえられており、会社としてサステナビリティに対し
ての意識の高さを感じました。意見としては、業界を超えて、統合報告書、TCFD開示、有価証
券報告者など表彰や評価されている企業をベンチマークしてさらに質の向上をさせる必要がある
と思っています。また、サステナビリティを推進するにはトップの理解と強力なリーダーシップ
が必要であると認識しています。

鴨志田　当社のサステナビリティ経営方針は、財務目標と非財務目標の相互作用によって企業価
値を向上させるというものですが、「相互作用」を発揮せしめる工夫にさらなる検討が必要では
ないかと思います。換言すれば、個別の課題の解決に向けて努力した結果に拘わらず相互作用が
働かず、最終の目的である企業価値の向上に結び付かなかったということになる懸念があり、「相

互作用」を発揮せしめる仕組みが常にオンになるコントロール
機能が重要かと思います。

大西　当社がこれから10年、20年、50年、100年後まで存続・
成長するには、企業の価値創造と持続可能性を統合的に考える
サステナビリティ経営は必要不可欠です。この実現に向けて財
務目標と非財務目標を統合管理する組織として、2023年6月に
サステナビリティ経営本部を新設しました。現在、財務・非財
務のカテゴリーを掛け合わせて相互作用を生み出すことにチャ
レンジしており、中期経営計画などでコミットメントした目標
に対する進捗を把握し、目標達成に向けた施策の着実な実行を
進めていきます。また、社内への周知活動にも積極的に取り組
んでおり、全国の支店を回り、各支店幹部や女性社員などと面
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非財務情報ハイライト ①
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環境保全型事務用品のグリーン購入率
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非財務情報ハイライト ②

現場週休 2 日達成率
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会社概要
社 　名	　  日本国土開発株式会社（JDC CORPORATION）
本 　社	　  東京都港区虎ノ門四丁目 3 番 13 号
設 　立	　 昭和 26 年（1951 年）4 月 10 日
代表者	 　  代表取締役社長　林　伊佐雄
資本金	 　  5,012,750 千円　(2023 年 5 月 31 日現在）
売上高	 　  1,542 億円（2022 年 6 月 1 日～ 2023 年 5 月 31 日、連結）
従業員	 　  1,094 名（2023 年 5 月 31 日現在、連結）
有資格者　740 名（2023 年 5 月 31 日現在、単体）
　　　　　※一級建築士・１級建築施工管理技士・１級土木施工管理技士（延べ人数）
研究開発拠点　つくば未来センター（茨城県つくば市）
国内拠点　５支店（東京、東北、大阪、名古屋、九州）のほか、全国 9 営業所
海外拠点　台湾、バングラデシュ
連結子会社　国土開発工業株式会社、コクドビルエース株式会社、
　　　　　福島エコクリート株式会社、海洋工業株式会社 など

営業第ニ部

地域建築営業部

東日本設計部

安全品質環境部

総務法務部

人事部

経理部

不動産事業 1 部

不動産事業 2 部

地域土木部

民間第一営業部

民間第ニ営業部

地域営業部

EPC 室

海外工事部

管理部

管理部

営業第一部

施工統括部 地域建築部

設備部

管理本部

関連事業本部

土木事業本部

建築事業本部

安全品質環境本部

監査等委員会

内部統制推進委員会
審査委員会

指名・報酬委員会

内部統制推進室

サステナビリティ経営本部

取締役会

委員会

社　長

経営会議

2024年1月15日現在

株式情報

証券コード　  1887
上場証券取引所　東京証券取引所プライム市場
発行株式総数　300,000,000 株
発行済株式総数　93,255,000 株
　　　　　　　（自己株式 8,937,246 株を含む）
1 単元の株数　100 株
株主数　　　  14,552 名
株主名簿管理人　三菱 UFJ 信託銀行株式会社

大株主（上位 10 名）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6,683
株主名  持株数（千株）  持株比率（％）

7.92
株式会社ザイマックス 5,865 6.95
日本国土開発持株会 4,531 5.37
みずほ信託銀行株式会社

（一般財団法人日本国土開発未来研究財団口） 4,000 4.74

株式会社三菱 UFJ 銀行 3,500 4.15
アジア航測株式会社 3,189 3.78
東亜道路工業株式会社 3,005 3.56
日本基礎技術株式会社 2,900 3.43
三井住友海上火災保険株式会社 2,306 2.73

  2023 年 11 月 30 日現在

※右表の持株比率は自己株式
　を控除して計算しています

  2023 年 11 月 30 日現在

組織図
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株式会社西京銀行 3,800 4.50

情報システム部

営業統括部

西日本設計部

エネルギー事業部

企画管理部

土木部

営業統括部

品質技術部

設計統括部

新規事業推進室

DX推進室

戦略部

つくば未来センター

サステナビリティ推進室



取締役紹介

後列左から、松石秀隆、渡邊賢作、高津浩明、唐下雪絵、鴨志田文彦、増成公男
前列左から、菊池泰、林伊佐雄、曽根一郎

林 伊佐雄

◆取締役の委嘱理由

取締役 企業経営 財務会計
ファイナンス

法務
コンプライアンス 人材開発

ICT・DX
技術開発
建設技術

営業
マーケティング

林 伊佐雄　 〇 〇 〇

菊池　泰 〇 〇

曽 根 一 郎 〇 〇

高 津 浩 明 〇 〇 〇

松 石 秀 隆 〇 〇 〇 〇

唐 下 雪 絵 〇 〇 〇

増 成 公 男 〇 〇 〇

鴨志田 文彦 〇 〇 〇

渡邊 賢作 〇

代表取締役社長
社長執行役員 CEO 兼 COO

取締役
執行役員 営業統括

取締役

◆取締役の主な専門分野

取締役監査等委員（社外）

取締役（社外）

取締役（社外）

取締役（社外）

取締役監査等委員（社外）

取締役常勤監査等委員

当社入社以来、土木事業の最前線へ身を置き、土木本部長や安全品質環境本部長などを歴任した
のち、2018 年８月からグループ会社である国土開発工業株式会社の代表取締役社長に就任し、同
社の事業拡大を推進してきました。グループ全体としての価値創造を目指す当社において、マネ
ジメント経験を活かして当社を成長発展に導くものと期待しています。

菊池　泰
長年に亘り特に東北地区での営業部門に携わり、東北支店長をはじめとして要職を歴任していま
す。営業部門で培った高度な専門性とともに、高いマネジメント能力を有することから、当社グルー
プの企業価値向上のため、より積極的な事業運営を進めることができると判断しています。

曽根 一郎
2018 年 8 月から取締役として経営全般に携わり、その後当社第三の柱である関連事業や管理本
部の要職を歴任しその役割を適切に果たしています。同氏の豊富な業務経験と卓越した行動力は、
当社グループの企業価値向上に資すると判断しています。

高津 浩明
企業において代表取締役として経営に携わった経歴から豊富な経験と幅広い見識を有しています。
当社においては、2019 年 8 月の取締役就任後、これまで当社グループの業務執行に対する適切な
監督と、経営全般への助言をいただくことを期待しています。

松石 秀隆
当社の主たる事業である建設業とは異なる事業を行う会社において要職を歴任し、企業経営に関
する豊富な知識を有しています。「企業経営」「財務会計」「営業」の分野において、これまでに培っ
てきた経験と知見を活かして、当社の経営全般に対する監督と助言をしていただくことを期待し
ています。

唐下 雪絵
公認会計士としての専門的な知識、会計・システムのコンサルタントとしての豊富な見識、当社
の主たる事業とは異なる事業を行う会社における経営監査の実績を有しています。「財務会計」「人
材開発」「ICT・DX」の分野において、これまで培ってきた経験と知見を活かして、当社の経営
全般に対する監督と助言をしていただくことを期待しています。

増成 公男
当社の取締役や管理本部長などの要職を歴任し、経営および当社グループの業務に関する幅広い
経験と知見を有しています。これらの経験・実績に基づき、業務執行に対して客観的な視点で監査・
監督しています。今後も当社の経営の健全性・透明性・効率性を高めるため、当社のコーポレート
ガバナンスの向上に寄与するものと判断しています。

鴨志田 文彦

金融機関や一般企業での幅広い実務経験を有するほか、豊富な海外業務経験を有しております。
また、法務・コンプライアンスに関する高度な知見もあり、これらの経験・実績を踏まえ、取締
役の職務執行について客観的視点で公正に監査・監督を遂行していただいています。今後も適切
な監査・監督をいただくことで、当社グループのコーポレート・ガバナンス体制のより一層の強
化を図れるものと判断しています。

渡邊 賢作
企業法務に精通した弁護士として、高度な専門知識及び幅広い見識を有しております。これらの
知識・経験を活かし、適切な監査・監督をいただくことで、当社グループのコーポレート・ガバ
ナンス体制のより一層の強化を図れるものと判断しています。
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林　伊佐雄

1982 年４月　当社入社
2011 年８月　当社東京本店土木部土木部長
2013 年 8 月　当社土木本部長
2014 年 6 月　当社執行役員土木本部長
2016 年 9 月　当社執行役員土木事業本部副本部長
2017 年６月　当社常務執行役員安全品質環境本部長
2018 年 6 月　当社常務執行役員
2018 年 6 月　国土開発工業株式会社専務執行役員土木本部長
2018 年 8 月　同社代表取締役社長
2023 年 8 月　当社代表取締役社長社長執行役員 CEO 兼 COO( 現任 )

代表取締役社長 社長執行役員 CEO 兼 COO

取締役プロフィール

52

菊池　泰

1989 年４月　当社入社
2002 年 8 月　当社東北支店盛岡営業所営業所長
2018 年６月　当社建築事業本部建築営業部（東北）
　　　　　　  建築営業部長
2019 年 8 月　当社土木事業本部土木営業部（東北）
　　　　　　  土木営業部長兼東北支店長
2023 年 6 月　当社執行役員土木事業本部副本部長兼
　　　　　　  営業統括部長
2023 年８月　当社取締役執行役員営業統括（現任）

取締役 執行役員 営業統括

曽根 一郎

増成 公男

1981 年４月　当社入社
2007 年８月　当社事業管理部長
2013 年６月　当社執行役員事業管理部長
2013 年８月　当社執行役員経営企画室副室長兼企画部長
2014 年８月　当社取締役執行役員経営企画室長兼企画部長
2015 年８月　当社常務取締役経営企画室長兼企画部長
2016 年６月　当社常務取締役経営管理本部長
2017 年８月　当社取締役専務執行役員管理本部長
2018 年６月　当社取締役専務執行役員管理本部長兼法務部長
2018 年 12月    当社取締役専務執行役員管理本部長
2019 年８月　当社取締役常勤監査等委員（現任）

取締役常勤監査等委員

鴨志田 文彦

1974 年４月　株式会社日本長期信用銀行入行
1997 年 10月    同行国際営業室長
1998 年 11月    中外製薬株式会社入社
2010 年３月　同社常務執行役員法務部長
2014 年５月　長島・大野・常松法律事務所　事務局局長
2015 年 10月    独立行政法人国際交流基金　監事
2016 年 11月    東京簡易裁判所民事調停委員
2019 年８月　当社取締役監査等委員（現任）

取締役監査等委員（社外）

渡邊 賢作

1997 年４月　弁護士登録 ( 第一東京弁護士会 )
1997 年４月    岡崎・大橋・前田法律事務所
　　　　　　  ( 現東啓綜合法律事務所 ) 入所
1999 年 1 月    当社更生管財人補佐
2006 年 1 月　東啓綜合法律事務所パートナー（現任）
2016 年 6 月　Ｔ＆Ｄフィナンシャル生命保険株式会社社外監査役
2020 年 6 月    株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス社外取締役（現任）
2023 年８月　当社取締役監査等委員（現任）

取締役監査等委員（社外）

高津 浩明

1977 年４月　東京電力株式会社入社
2011 年６月　同社常務取締役お客さま本部長
2012 年６月　東光電気株式会社入社、代表取締役社長
2014 年６月　株式会社東光高岳代表取締役社長
2018 年６月　同社代表取締役会長
2019 年６月　同社顧問
2019 年８月　当社取締役（現任）

取締役（社外）

松石　秀隆

1981 年 4 月　株式会社リコー入社
2000 年 10月　株式会社リコー販売事業本部 SCM 革新センター所長
2003 年 1 月　西東京リコー株式会社社長
2005 年 4 月　リコー東北株式会社社長
2008 年 4 月　株式会社リコー販売事業本部事業戦略センター所長
2009 年 4 月　同社販売事業本部 MA 事業部長
2009 年 7 月　リコー IT ソリューションズ株式会社代表取締役社長
2014 年 4 月　株式会社リコーグループ執行役員（常務執行役員）
　　　　　　  リコーリース株式会社代表取締役社長執行役員
2016 年 6 月　株式会社リコー常務執行役員日本販売事業本部長
　　　　　　  リコージャパン株式会社代表取締役社長執行役員 CEO
2018 年 4 月　株式会社リコー専務執行役員 CFO 同社経営企画本部長
2018 年 6 月　株式会社リコー取締役
2021 年 4 月　同社コーポレート専務執行役員 同社経営企画部部長
2022 年８月　当社取締役（現任）

取締役（社外）

唐下 雪絵

1999 年 5 月   公認会計士登録
2003 年 2 月   公認会計士唐下雪絵事務所所長（現任）
2007 年 6 月   フェリーチェコンサルティング株式会社代表取締役（現任）
2019 年 3 月   マブチモーター株式会社社外取締役（監査等委員）
2019 年 6 月   株式会社セブン銀行社外監査役（現任）
2022 年８月　当社取締役（現任）

取締役（社外）
1982 年４月　当社入社
2014 年６月　当社九州支店長
2015 年６月　当社関連事業部長
2016 年６月　当社執行役員関連事業部長
2017 年４月　当社執行役員経営企画室副室長
2018 年８月　当社取締役常務執行役員経営企画室長
2018 年９月　当社取締役常務執行役員経営企画室長兼
　　　　　　  つくば未来センター管掌
2019 年８月　当社取締役専務執行役員関連事業本部長兼
　　　　　　  つくば未来センター管掌
2020 年４月　当社取締役専務執行役員関連事業本部長
2021 年６月　当社取締役副社長執行役員管理本部長
2022 年６月　当社取締役副社長執行役員 COO 兼管理本部長 CFO
2022 年 7 月　当社代表取締役副社長執行役員 COO 兼管理本部長 CFO
2023 年 8 月　当社取締役（現任）

取締役

（2023 年 8 月 25 日現在）
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